
1 頁

そ

ヒアリング調査を実施

の

しました。

Ａ：成果が

他

あがった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

地域自治

種

支援モデル事業

市民部

類

　協働推進課

01－0 ハ30106－0200 ー00 ○ ●

12 協働のま

ド

ちづくりと市民主体の

ソ

新たな自治のしくみを

フ

はぐくむために
行政改

ト

革の
01 協働のまちづ

根

くりと市民主体の新た

拠

な自治のしくみをはぐ

法

くむために
位置付け

0

令

1 市民と市の役割分担

等

による「新たな公共」

対

の創出

地域の自治組織象 、地域住民

□ □ □ □ 地

・

域の自治組織等

自治会

受

・町内会などの地域の

益

自治組織や市民活動団

者

体などのコ 市民活動の

事

活性化のため、地域の

業

課題解決のしくみやコ

期

ミュニ
ミュニティが、

間

まちづくりの担い手と

委

して、地域におけるま

託

ち ティに対する支援策

、

などの調査・研究をモ

協

デル地区において協
づ

働

くりの課題を自らの力

【

で解決しています。 働

委

により行います。

仕組

託

みづくりに向けた研究

：

会等開催回数 回

－

12

3

12 12 16 16 16

セ

17 8

  

   

モデ

ク

ル事業実施地区数 地区

・

－

－ 1 1 2 2 2

－ 2

①

財

：予定どおり

１９年度

団

に実施したヒアリング

企

調査結果を基に、地元

業

の意向等を踏まえ２地

Ｎ

区のモデル地区を選定

Ｐ

しました。
モデル地区

Ｏ

において、８団体から



2 頁

位

課題を解決するための

施

仕組みづくりは、地域

策

の自治に関わるもので

へ

あり、あくまでもその

の

主体は、自治会・町内

貢

会などの地
域で活動す

献

る団体や地域住民です

高

。市から一方的に「仕

市

組み」を地域に押し付

民

けるのではなく、様々

満

な地域課題の中から地

足

域の
意向を尊重し、地

度

域の活動団体と一緒に

を

話し合いを進めていく

高

という視点が重要です

め

。

モデル事業の実施研

る

究会等の開催 研究会等

方

の開催 研究会等の開催

策

研究会等の開催 研究会

業

等の開催

準備

0 0 0 0

有

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

効

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

性

0 0 0 0

0 0 0 180

継

180 180 180

0

続

0 0 180 180 18

に

0 180

0.00 0.

よ

00 0.00

0.00

る

0.70 0.70 0.

成

90 0.90 0.90

果

0.90

0.00 0.

向

00 0.00 0.00

上

0.00 0.00 0.

の

00

0 5,874 5,

可

874 7,521 7,

能

521 7,521 7,

性

521

0 5,874 5

低

,874 7,701 7

そ

,701 7,701 7

の

,701

● ○ ○ ○ ○ ○

他

○

引き続き２地区のモ

事

デル地区で、地域活動

業

団体と協働で調査研究

の

を継続します。

モデル

目

地区において、地域課

的

題について話し合う「

､

検討準備組織」を立ち

対

上げ、地域自治のしく

象

みづくりを協議するた

､

めに、よ
り多くの地域

内

活動団体が参画した「

容

検討組織」の立ち上げ

分

を想定して進めていき

高

ます。

この事業は、あ

受

くまで地域の意向を尊

益

重して進めていく
こと

者

が重要であり、行政側

負

で一方的に計画スケジ

担

ュール
の進行管理を行

､

わないように心がけて

補

進めていきたいと
考え

助

ています。

額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

課題解決の仕組みが構

出

築され、機能すること

総

により、地
●■ 域の自

合

治組織や市民活動団体

評

など地域社会を構成す

価

る団

□ 体等が連携し、

市

地域力を発揮して、よ

民

り多くの地域課題 ○
□

ニ

を解決できるようにな

ー

るため必要性は高い事

ズ

業です。

■ 当該事業の

高

実施は、平塚市総合計

事

画の基本目標２「支え

業

●□ 合うコミュニティ

目

」の達成方針２－①「

的

＜地域力＞地域

□ 組織

の

や市民活動の力を育て

達

、まちづくりに活かす

成

」の実 ○
□ 現に寄与す

状

るため有効性は高い事

況

業です。

■ 自治会・町

必

内会などの地域組織が

要

まちづくりの担い手と

性

●
□ して、より一層活

市

躍することが期待され

の

ている現在、コ
○

□ ミ

関

ュニティへの支援につ

与

ながる取り組みは、施

の

策として
○

□ 十分な妥

必

当性がある事業です。

要

□ 地域の自治組織に関

性

する技術的知識・情報

低

を有し、課題
○

□ 解決

事

の仕組みづくり等を支

そ

援することができるＮ

の

ＰＯが
○

■ 存在すれば

他

、事業を委託すること

上

も可能です。
●

□

地域



1 頁

そ

法や新たな事業を組み

の

立てる推進役となる地

他

域コ
ーディネーターを

　

養成するため、基本的

】

な役割と技術的知識・

【

情報を習得する「入門

協

コース」を開催しコー

働

ディネーターへの理
解

：

を深めることができま

】

した。「入門コース」

目

養成講座は３日間開催

的

しました。

Ｂ：おおむ

・

ね成果があがった

目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

地域コー

種

ディネーター養成事業

類

市民部　協働推進課

0 ハ1－030106－0 ー30000 ○ ●

12 協

ド

働のまちづくりと市民

ソ

主体の新たな自治のし

フ

くみをはぐくむために

ト

行政改革の
01 協働の

根

まちづくりと市民主体

拠

の新たな自治のしくみ

法

をはぐくむために
位置

令

付け
01 市民と市の役

等

割分担による「新たな

対

公共」の創出

地域の自象 治組織、地域住民

□ □

・

□ □

地域コーディネー

受

ターが、多様な地域資

益

源を活用し、地域の様

者

地域コーディネーター

事

を養成するため、講座

業

などを開催します
々な

期

活動を適切につなぎ、

間

課題解決の方法や新た

委

な事業を組み 。
立てる

託

推進役となっています

、

。

地域コーディネータ

協

ー養成講座開催回数 回

働

養成講座の開催回数

－

【

2 3 2 2 2

－ 1

地域コ

委

ーディネーター養成講

託

座開催に向けた検討回

：

数 回

－

3 － －

5

地域コ

3

ーディネーター養成講

セ

座参加者数 人

講座へ参

ク

加した人数

－ 40 60

・

60 40 40

－ 31

②

財

：若干遅れている

開催

団

回数を減らした分、１

企

回の開催日を増やした

業

ためです。

地域コーデ

Ｎ

ィネーターとして地域

Ｐ

の様々な活動を適切に

Ｏ

つなぎ、課題解決の方



2 頁

位

ースを開催し、実際の

施

地域課題をテーマに解

策

決の方法などを組み立

へ

てる実践的な内容と
し

の

ます。

地域コーディネ

貢

ー講座等の開催 講座等

献

の開催 講座等の開催 講

高

座等の開催 講座等の開

市

催

ターの研究など

0 0

民

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

満

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

足

0 0 0 0 0 0

0 0 12

度

2 180 180 180

を

180

0 0 122 18

高

0 180 180 180

め

0.00 0.00 67

る

.78

0.00 0.6

方

5 0.65 0.65 0

策

.65 0.65 0.6

業

5

0.00 0.00 0

有

.00 0.00 0.0

効

0 0.00 0.00

0

性

5,455 5,455

継

5,432 5,432

続

5,432 5,432

に

0 5,455 5,57

よ

7 5,612 5,61

る

2 5,612 5,61

成

2

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

引き

果

続き地域力を調整する

向

コーディネーターが活

上

躍できる環境を整える

の

ため、現状規模で継続

可

します。

地域でのネッ

能

トワークづくりや合意

性

形成を進めるためのワ

低

ークを盛り込んだ「発

そ

展コース」を開催する

の

とともに、実践活動に

他

役
立つ内容で実施して

事

いきます。

実際に地域

業

で実践できる足掛かり

の

となるよう、なるべく

目

共通した地域課題をテ

的

ーマに取り上げた講座

､

内容にした
いと考えて

対

います。

象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

地域課題の解決に取り

出

組む様々な地域活動を

総

結びつけ調
●■ 整する

合

地域コーディネーター

評

が役割を果たすことに

価

よっ

□ て、地域力が高

市

まり、より多くの課題

民

を解決できるよう ○
□

ニ

になるため必要性は高

ー

い事業です。

■ 当該事

ズ

業の実施は、平塚市総

高

合計画の基本目標「支

事

え合
●□ うコミュニテ

業

ィ」の達成方針２－①

目

「＜地域力＞地域組

□

的

織や市民活動の力を育

の

て、まちづくりに活か

達

す」の実現 ○
□ に寄与

成

する事業です。

■ 課題

状

解決に向けて、各地域

況

活動のネットワークの

必

構築が
●

□ 求められて

要

いるため、地域コーデ

性

ィネーターの養成は、

市

○
□ 施策として十分な

の

妥当性がある事業です

関

。
○

□
□ 地域の自治組

与

織や市民活動団体への

の

支援やその連携に関
○

必

□ する技術的知識・情

要

報を有し、地域コーデ

性

ィネーター養
○

■ 成の

低

プログラムを作成する

事

ことができるＮＰＯ等

そ

があれ
●

□ ば、事業を

の

委託することも可能で

他

す。

入門コースの次の

上

ステップとして発展コ



1 頁

そ

団体がありました。

Ａ

の

：成果があがった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

花とみど

種

りの推進団体育成事業

類

まちづくり事業部　み

ハ

どり公園・水辺課

01 ー－080405－02 ド0000 ○ ●

12 協働

ソ

のまちづくりと市民主

フ

体の新たな自治のしく

ト

みをはぐくむために
行

根

政改革の
01 協働のま

拠

ちづくりと市民主体の

法

新たな自治のしくみを

令

はぐくむために
位置付

等

け
01 市民と市の役割

対

分担による「新たな公

象

共」の創出

市民、公園・ 愛護会会員

□ □ □ □

緑

受

化モデル団体や公園愛

益

護会が、育成されてい

者

ます。 地域緑化の推進

事

及び緑化意識高揚のた

業

め、モデル団体や公園

期

愛
護会を育成・支援し

間

ます。

愛護会ニュース

委

発行 回

－

2 2 2 2 2 2

託

 2 2

公園愛護会登録

、

団体数 団体

－

136 1

協

37 143 144 14

働

5 146

 137 14

【

2

①：予定どおり

年１

委

回の公園愛護会連絡協

託

議会総会開催、役員会

：

３回開催、市外視察研

3

修会開催（調布市　神

セ

代植物園、横浜市　四

ク

季の森公園
）参加者1

・

15名、市内公園視察

財

研修会開催　参加者1

団

4名、愛護会ニュース

企

発行２回、前述の活動

業

を通じ緑化モデル団体

Ｎ

や公園愛
護会が育成さ

Ｐ

れるとともに、公園愛

Ｏ

護会への新規登録が５



2 頁

位

の支出や草交付金の支

施

出や草交付金の支出や

策

草交付金の支出や草交

へ

付金の支出や草

花の提

の

供 花の提供 花の提供 花

貢

の提供 花の提供 花の提

献

供

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

市

0 0

0 0 0 60 0 0 0

民

0 5,353 5,61

満

7 5,854 5,96

足

4 6,014 6,06

度

4

0 5,353 5,6

を

17 5,914 5,9

高

64 6,014 6,0

め

64

0.00 95.2

る

2 98.34

0.00

方

1.71 0.55 0.

策

76 0.76 0.76

業

0.76

0.00 0.

有

00 0.00 0.00

効

0.00 0.00 0.

性

00

0 14,349 4

継

,616 6,351 6

続

,351 6,351 6

に

,351

0 19,70

よ

2 10,233 12,

る

265 12,315 1

成

2,365 12,41

果

5

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

維持

向

管理経費の削減に向け

上

、全ての公園に愛護会

の

が結成されるよう進め

可

ます。

公園愛護会連絡

能

協議会と連携し、新規

性

愛護会への勧誘と共に

低

愛護会活動の質の向上

そ

のため交付金の運用見

の

直しの検討、協議を行

他

います。

美化推進及び

事

安心・安全に利用でき

業

る公園づくりを市民
と

の

協働で行うため、市内

目

全公園の愛護会結成に

的

向け働き
かけていきま

､

す。

対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

公園清掃等を行うこと

出

により、環境美化への

総

意識向上、
●□ 会員相

合

互のコミュニケーショ

評

ンの手段、情報交換の

価

場な

■ ど、まちづくり

市

・ひとづくりの一端を

民

担う事業であるこ ○
□

ニ

とから、必要性は高い

ー

と思われます。

□ 定期

ズ

的に公園清掃を行うこ

高

とにより、市民が公園

事

を快適
●□ に利用でき

業

ることから、有効性は

目

高いと思われます。

■

的

○
□
■ 地域の公園は地

の

域の手で守り育てるこ

達

とを通じて、公園
○

□

成

への愛着も生まれ、公

状

園愛護精神の普及に貢

況

献し、地域
●

□ 環境保

必

全にも繋がる活動とな

要

ります。
○

□
□ 公園が

性

増加する中、維持管理

市

経費の財源確保が困難

の

な現
○

■ 状において、

関

全ての公園に愛護会が

与

結成され公園清掃等
●

の

□ を行うことにより、

必

経費節減へとつながり

要

ます。
○

□

愛護会会員

性

全体の高齢化による人

低

員の確保、継続の困難

事

性があるほか、活動の

そ

質の向上や、愛護会間

の

の活動充実に関する相

他

違な
どが課題です。

交

上

付金の支出や草交付金



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民活動

種

普及・啓発事業

市民部

類

　協働推進課

01－0 ハ30106－0400 ー00 ○ ●

12 協働のま

ド

ちづくりと市民主体の

ソ

新たな自治のしくみを

フ

はぐくむために
行政改

ト

革の
01 協働のまちづ

根

くりと市民主体の新た

拠

な自治のしくみをはぐ

法

くむために
位置付け

0

令

1 市民と市の役割分担

等

による「新たな公共」

対

の創出

市民・市民活動象 団体

□ □ □ □

社会を構

・

成する市民・団体・各

受

種組織が、市民活動に

益

積極的に 市民活動の活

者

性化のため、市民活動

事

センターを活動拠点と

業

し、
参加し、地域課題

期

の解決などに取り組ん

間

でいます。 各種講座の

委

開催及び情報の収集と

託

提供を行います。

各種

、

講座開催回数 回

－

12

協

13 14 15 15 15

働

16 15

ひらつか市民

【

活動センター利用者数

委

人

－

35,000 36

託

,700 38,500

：

40,000 40,0

3

00 40,000

34

セ

,781 40,312

ク

①：予定どおり

登録団

・

体情報を冊子やインタ

財

ーネットで市民に提供

団

したり、市民活動に必

企

要な知識や情報を得る

業

ための講座を開催して

Ｎ

、市民活
動の活性化を

Ｐ

推進しました。

Ａ：成

Ｏ

果があがった



2 頁

位

情報の提活動支援情報

施

の提活動支援情報の提

策

活動支援情報の提活動

へ

支援情報の提

供など 供

の

など 供など 供等 供等 供

貢

等

0 0 0 0 0 0 0

0 0

献

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0 847 905 9

市

10 910 910 91

民

0

0 20,262 14

満

,759 16,124

足

16,184 16,1

度

84 16,184

0 2

を

1,109 15,66

高

4 17,034 17,

め

094 17,094 1

る

7,094

0.00 1

方

25.01 92.76

策

0.00 0.70 0.

業

70 0.70 0.70

有

0.70 0.70

0.

効

00 0.00 0.00

性

0.00 0.00 0.

継

00 0.00

0 5,8

続

74 5,874 5,8

に

50 5,850 5,8

よ

50 5,850

0 26

る

,983 21,538

成

22,884 22,9

果

44 22,944 22

向

,944

○ ● ○ ○ ○ ○

上

○

多くの市民が市民活

の

動センターを利用し、

可

市民活動が活発に行わ

能

れるよう、引き続きセ

性

ンターと市民活動の周

低

知を図っていきま
す。

そ

市民活動団体のニーズ

の

に合わせた講座を企画

他

するため、活動団体の

事

意向を把握し、タイム

業

リーな活動支援情報提

の

供などを行って
いきま

目

す。なお、２２年度以

的

降は、より効果的に実

､

施するため【実計】市

対

民ボランティア育成支

象

援事業を統合し、育成

､

と活用を
一本化して取

内

り組みます。
市民活動

容

は、その先駆性、専門

分

性、機動性などから新

高

た
な公共の担い手とし

受

て注目されているため

益

、更に充実し
た活動支

者

援は必要であり、今後

負

も充実を図っていきた

担

い
と考えています。

､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

市民活動の拠点を充実

出

させ、市民活動が活発

総

に行われる
●□ ことは

合

、協働事業の進展につ

評

ながります。

■ ○
□
■

価

市民活動が活性化され

市

、自主的に地域の課題

民

に取り組む
●□ 市民が

ニ

増え、互いに支えあう

ー

地域社会が形成されま

ズ

す。

■ ○
□
■ 団体のニ

高

ーズに合わせた知識の

事

習得や、情報の提供を

業

目
●

□ 的とした講座の

目

開催は、市民活動の活

的

性化に必要です。
○

□

の

○
□
□ タイムリーな情

達

報提供を行ったり、市

成

民ニーズに合わせ
○

□

状

た講座を開催していく

況

ことで、市民活動の活

必

性化を図っ
●

□ ていま

要

す。
○

■

市民活動セン

性

ターの周知を行い、セ

市

ンターで行われている

の

団体向けの講座・講演

関

会や、団体が一般市民

与

向けに行う講座・講演

の

会
などの企画にたくさ

必

んの市民に参加しても

要

らい、さらに市民活動

性

の活性化を進めます。

低

各種講座の開催や各種

事

講座の開催や各種講座

そ

の開催や各種講座の開

の

催や各種講座の開催や

他

各種講座の開催や

活動

上

支援情報の提活動支援



1 頁

そ

00 1,700

845

の

858

生活支援活動件

他

数 件

町内福祉村開設地

　

区における生活支援活

】

動の件数の合計

1,1

【

00 1,400 1,6

協

00 1,750 1,9

働

00 2,050

1,3

：

50 1,475

③：遅

】

れている

開設を目指す

目

地域での住民合意形成

的

に至らなかったため

既

・

設９地区の福祉村の活

目

動に対して支援するこ

標

とにより、地域住民が

事

自主的、主体的に相互

業

の支え合い活動やふれ

の

あい交流活動
を行うこ

概

とができました。町内

要

福祉村の拠点総設置については、２地区での開設を目指していましたが、地域住民の合意形成ま
でには至りませんでした。一方、「平塚市地域福祉計画（第２期）」については、予定どおり策定することができました。

Ｃ：十分に成果をあげることができなかった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

地域福祉

種

推進事業

福祉部　福祉

類

総務課

01－0301 ハ01－080000 ○ ー ●

12 協働のまちづく

ド

りと市民主体の新たな

ソ

自治のしくみをはぐく

フ

むために
行政改革の

0

ト

1 協働のまちづくりと

根

市民主体の新たな自治

拠

のしくみをはぐくむた

法

めに
位置付け

01 市民

令

と市の役割分担による

等

「新たな公共」の創出

対 地域住民

□ □ □ □ 地区

象

諸団体、社会福祉協議

・

会

誰もが住み慣れた家

受

庭や地域で、その人ら

益

しい安心のある自立 住

者

民相互の支え合い活動

事

やふれあい交流活動の

業

活性化を図るた
した生

期

活が送れるようにする

間

ため、地域住民が自主

委

的、主体的 め、地域、

託

平塚市社会福祉協議会

、

及び行政の協働により

協

、町内
に相互の支え合

働

い活動やふれあい交流

【

活動を行っています。

委

福祉村の拠点づくりや

託

活動のしくみづくりを

：

進めます。

説明会等開

3

催回数 回

－

25 25 2

セ

5 25 25 25

14 7

ク

町内福祉村拠点総設置

・

箇所数 箇所

－

10 11

財

11 13 15 17

9 9

団

ボランティア登録者数

企

人

町内福祉村開設地区

業

におけるボランティア

Ｎ

登録者数の合計

1,0

Ｐ

00 1,100 1,1

Ｏ

00 1,300 1,5
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位

く必要があります。

新

施

設1、委託8、コ新設

策

0、委託9、コ新設1

へ

、委託9、コ新設2、

の

委託11、 新設2、委

貢

託13、 新設2、委託

献

15、

ーディネーター

高

のーディネーターのー

市

ディネーターのコーデ

民

ィネーターコーディネ

満

ーターコーディネータ

足

ー

配置 配置 配置 の配置

度

の配置 の配置

0 1,7

を

83 1,122 0 0 0

高

0

0 1,783 1,1

め

22 2,244 2,2

る

44 2,244 2,2

方

44

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 14,

業

268 18,000 1

有

9,846 33,58

効

6 47,326 61,

性

066

0 17,834

継

20,244 22,0

続

90 35,830 49

に

,570 63,310

よ

0.00 89.59 7

る

2.50

0.00 2.

成

45 2.45 0.90

果

0.90 0.90 0.

向

00

0.00 0.00

上

0.00 0.00 0.

の

00 0.00 0.00

可

0 20,558 20,

能

558 7,521 7,

性

521 7,521 0

0

低

38,392 40,8

そ

02 29,611 43

の

,351 57,091

他

63,310

● ○ ○ ○

事

○ ○ ○

引き続き、既設

業

の福祉村に対して支援

の

を行っていくとともに

目

、２地区の新設を目指

的

します。

地域福祉活動

､

に対する意識の啓発を

対

行いながら、未設置の

象

地域に対して、説明会

､

や話合いを重ねていき

内

ます。

設置及び活動の

容

過程を大事に、地域に

分

根付く福祉村とな
るよ

高

う努めます。

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

地域福祉の推進を図る

出

ために、市の具体的な

総

施策として
●■ の「町

合

内福祉村事業」の推進

評

は必要性があります。

価

■ ○
□
■ 地域における

市

支え合いの仕組みが出

民

来つつあり、有効性
●

ニ

■ は高いと思われます

ー

。

■ ○
□
■ ボランティ

ズ

ア登録数が増え支援活

高

動の内容も多岐になる

事

●
□ など、福祉村の活

業

動が年々盛んになって

目

きていることか
○

■ ら

的

、妥当性は高いと思わ

の

れます。
○

□
□ 町内福

達

祉村の開設には、地域

成

の方々の合意形成を得

状

る上
○

■ で、地道な説

況

明会等の開催が必要な

必

ため、事業の改善が
●

要

■ 難しいところです。

性

○
□

町内福祉村につい

市

て、まだ広く理解され

の

ていない地域もありま

関

す。未開設の地域に対

与

しては、引き続き福祉

の

村の意義や必要性を
訴

必

えていく必要がありま

要

す。また、福祉村のあ

性

り方を検討するととも

低

に、既設の地域に対し

事

て「福祉村は地域住民

そ

が主体的に取
り組むた

の

めの仕組みである」と

他

いう基本的な考え方を

上

より一層浸透させてい
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そ

認知度も上がり来場者

の

数も増えました。また

他

、ボランティア活動に

　

関しては、馬入花畑の

】

会以外にも地元企業や

【

地域の小学生な
どの参

協

加により活発になって

働

きています。

Ａ：成果

：

があがった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

馬入花畑

種

整備事業

まちづくり事

類

業部　みどり公園・水

ハ

辺課

01－08030 ー1－060000 ○ ●ド

12 協働のまちづくり

ソ

と市民主体の新たな自

フ

治のしくみをはぐくむ

ト

ために
行政改革の

01

根

協働のまちづくりと市

拠

民主体の新たな自治の

法

しくみをはぐくむため

令

に
位置付け

01 市民と

等

市の役割分担による「

対

新たな公共」の創出

市象 民、水辺利用者

□ □ □

・

□ 馬入花畑の会

馬入の

受

花畑「馬入・光と風の

益

花づつみ」が、市民に

者

愛され、魅 馬入の花畑

事

「馬入・光と風の花づ

業

つみ」を愛される拠点

期

にする
力ある花畑にな

間

っています。 ため、市

委

民との協働による維持

託

管理を行い、魅力ある

、

花畑とし
ます。

イベン

協

ト開催回数 回

－

2 2 2

働

2 2 2

2 2

イベント時

【

来場者数 人/回

－

8,

委

500 9,000 9,

託

500 9,600 9,

：

700 9,700

9,

3

000 9,000

年間

セ

ボランティア参加者数

ク

人

－

600 600 61

・

0 620 630 630

財

809 590

①：予定

団

どおり

イベントについ

企

ては、春にはポピーの

業

摘み取り、秋にはコス

Ｎ

モスの摘み取りを行い

Ｐ

、マスコミにも大きく

Ｏ

取り上げられるなど、
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位

があります。

各種イベ

施

ントの開各種イベント

策

の開各種イベントの開

へ

各種イベントの開各種

の

イベントの開各種イベ

貢

ントの開

催・区画の見

献

直し催・園路整備 催・

高

あずまやの検催・あず

市

まやの検催・あずまや

民

の検催・あずまやの検

満

討 討 討 討

0 0 0 0 0 0

足

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

度

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

を

0 0

0 15,968 1

高

4,814 14,83

め

5 14,835 14,

る

835 14,835

0

方

15,968 14,8

策

14 14,835 14

業

,835 14,835

有

14,835

0.00

効

106.45 98.7

性

6

0.00 0.98 0

継

.98 0.98 0.9

続

8 0.98 0.98

0

に

.00 0.00 0.0

よ

0 0.00 0.00 0

る

.00 0.00

0 8,

成

224 8,224 8,

果

189 8,189 8,

向

189 8,189

0 2

上

4,192 23,03

の

8 23,024 23,

可

024 23,024 2

能

3,024

● ○ ○ ○ ○

性

○ ○

植栽等の工夫によ

低

り四季を通じて市民が

そ

憩える空間づくりを行

の

っていきます。

地元企

他

業が社会貢献を行う場

事

所として、市が広報活

業

動を行うことにより企

の

業の参加を促進し、ボ

目

ランティア活動の充実

的

を図りま
す。

今後も継

､

続した事業を行うこと

対

で、広く市民に周知さ

象

れ
観光の拠点となるよ

､

う努めていきます。

内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民の憩いの場として

出

電話の問い合わせも多

総

く、関心は
●□ 高いも

合

のがありますが、約３

評

．０haの花畑をボラ

価

ンティ

■ ア組織だけで

市

維持管理することは難

民

しいため、市の関与 ○

ニ

□ の必要性は高いと思

ー

われます。

□ 来場者は

ズ

年々増加傾向にあり、

高

市民満足度は高いと思

事

わ
●■ れます。今後も

業

継続して事業を行って

目

いくことで、観光

■ 資

的

源としての位置づけも

の

考えられるため、有効

達

性は高い ○
□ と思われ

成

ます。

■ 河川敷の不法

状

投棄が深刻な状態であ

況

り、その対策として
○

必

□ 本事業を行ってきま

要

したが、年々来場者数

性

も増えている
●

□ こと

市

から、観光資源として

の

の充実を図る必要があ

関

ります
○

□ 。

□ ボラン

与

ティア組織の拡大や企

の

業参加等の拡大を図っ

必

てい
○

□ く必要があり

要

ます。
●

■
○

□

広大な

性

面積を維持管理してい

低

くためには、市費の投

事

入が必要と思われます

そ

が、ボランティア組織

の

の拡充や地元企業の参

他

加促進に
より、市費の

上

投入を抑えていく必要
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そ

全協議会,庁内里山推

の

進会議等を開催すると

他

ともに、下草刈り等里

　

山の整備を行いました

】

。また、市民、大学、

【

自然環境
保全団体と協

協

働で市民・大学交流事

働

業や子ども環境教室を

：

実施するなど、自然環

】

境保全活動が活発に行

目

われました。

Ａ：成果

的

があがった

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

里山保全

種

推進事業

環境部　環境

類

政策課

01－0401 ハ04－040000 ● ー ○

12 協働のまちづく

ド

りと市民主体の新たな

ソ

自治のしくみをはぐく

フ

むために
行政改革の

0

ト

1 協働のまちづくりと

根

市民主体の新たな自治

拠

のしくみをはぐくむた

法

めに
位置付け

01 市民

令

と市の役割分担による

等

「新たな公共」の創出

対

平塚市環境基本条例

市象 民、事業者、行政など・ すべてのもの

□ □ □ □

受

市民、市民活動団体、

益

大学、学校

里山を復元

者

するとともに、復元さ

事

れた里山を自然とのふ

業

れあい 自然環境評価結

期

果に基づき、西部丘陵

間

地域の自然を保全する

委

た
や憩いの場、また生

託

産の場として活用し、

、

自然環境保全活動が め

協

、市民や市内の大学と

働

の協働による里山の手

【

入れや里山モデ
活発に

委

行われています。 ル地

託

区での活動などを実施

：

します。

里山保全活動

3

開催回数 回

里山保全協

セ

議会、大学交流、子ど

ク

も環境教室の開催回数

・

7 7 9 9 9 9

7 9

里山

財

保全活動参加者数 人

里

団

山保全協議会、大学交

企

流、子ども環境教室の

業

活動参加者数

400 4

Ｎ

50 600 600 60

Ｐ

0 600

363 578

Ｏ

①：予定どおり

里山保
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位

全活動範囲の拡大を図

施

るためには、地元自治

策

会や地権者の協力・理

へ

解が欠かせません。地

の

元住民の参加を得
られ

貢

ていない状況を踏まえ

献

、土屋地区里山モデル

高

事業を継続して実施す

市

る一方、説明会を定期

民

的に開催し、情報提供

満

等地域に密
着した事業

足

の実現を図ります。

協

度

議会の開催及び協議会

を

の開催及び協議会の開

高

催及び協議会の開催及

め

び協議会の開催及び協

る

議会の開催及び

里山保

方

全活動の実里山保全活

策

動の実里山保全活動の

業

実里山保全活動の実里

有

山保全活動の実里山保

効

全活動の実

施 施 施 施 施

性

施

0 0 0 0 0 0 0

0 0

継

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

続

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

に

526 446 624 6

よ

24 624 624

0 5

る

26 446 624 62

成

4 624 624

0.0

果

0 94.60 73.6

向

0

0.00 0.70 0

上

.69 0.69 0.6

の

9 0.69 0.69

0

可

.00 0.00 0.0

能

0 0.00 0.00 0

性

.00 0.00

0 5,

低

874 5,790 5,

そ

766 5,766 5,

の

766 5,766

0 6

他

,400 6,236 6

事

,390 6,390 6

業

,390 6,390

●

の

○ ○ ○ ○ ○ ○

西部丘陵

目

地域に残された貴重な

的

自然環境を次世代に引

､

き継ぐとともに、里山

対

のもつ多面的機能の活

象

用を図るため、市民と

､

の協働
による里山保全

内

モデル事業の推進及び

容

検証を行うとともに、

分

地権者や地元自治会の

高

一層の理解促進に努め

受

ます。

市民を主体とし

益

た継続的な里山保全活

者

動の促進を図ります。

負

また、事業説明会等に

担

より地権者や地元自治

､

会との合意形成を図り

補

、里山保全協議会への

助

参加を促進します。ま

額

た、保全計画に基づく

妥

里山の整備を進めます

当

。

市民活動団体や大学

性

、地元自治会など、地

中

域社会との協
働による

業

モデルケースの事業促

務

進及び事業検証を行う

の

と
ともに、地権者や地

執

元自治会との合意形成

行

に努め、里山
の保全・

体

再生・活用を促進して

制

いきたいと考えていま

(

す
。

人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

生活様式の変化や農家

出

の高齢化等を背景に里

総

山の管理が
●□ 行き届

合

かず、その恵み多き機

評

能が失われてきていま

価

す。

■ 里山の持つ多面

市

的機能を次世代に引き

民

継いでいくため、 ○
■

ニ

荒廃した里山の保全再

ー

生・活用を促進します

ズ

。

■ 社会経済活動にお

高

ける便利さや豊かさの

事

追求は、地球環
●□ 境

業

に大きな負荷を与え、

目

地球温暖化対策が喫緊

的

の課題で

■ す。継続的

の

に実施される里山の再

達

生、保全及び活用の活

成

○
□ 動は、地球温暖化

状

対策に寄与するもので

況

す。

■ 保全・再生する

必

里山の範囲拡大に伴い

要

、ボランティア組
○

■

性

織の養成や活動団体へ

市

の運営費及び資器材購

の

入費補助制
●

■ 度の充

関

実が望まれます。また

与

、職員体制の見直しが

の

急務
○

□ です。

□ 行政

必

による民地（山林）の

要

賃貸借を発展的に解消

性

します
○

■ 。また、県

低

の支援制度の活用など

事

により、地域住民、市

そ

●
■ 民活動団体等を主

の

体とする活動体制への

他

移行を目指しま
○

□ す

上

。

里地里山の再生・保
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そ

１０月の末から１１月

の

初旬にかけて開催しま

他

した。

Ａ：成果があが

　

った

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

まちづく

種

り支援事業

まちづくり

類

政策部　まちづくり政

ハ

策課

01－08040 ー1－080000 ○ ●ド

12 協働のまちづくり

ソ

と市民主体の新たな自

フ

治のしくみをはぐくむ

ト

ために
行政改革の

01

根

協働のまちづくりと市

拠

民主体の新たな自治の

法

しくみをはぐくむため

令

に
位置付け

01 市民と

等

市の役割分担による「

対

新たな公共」の創出

市象 民 平成２０年度 ～ ・

□ □ □ □

市民の主体的

受

なまりづくりへの参加

益

を促進することにより

者

、市 市民と市による協

事

働のまちづくりを進め

業

るため、情報の提供や

期

民と市のそれぞれの役

間

割分担のもとにまちづ

委

くりが進められて アド

託

バイザーの派遣などに

、

よりまちづくりを支援

協

します。
います。

まち

働

づくり講座開催及びア

【

ドバイザー派遣回数 回

委

－

3 4 5 5 5

3

まちづ

託

くりスケッチ展の開催

：

回数 回

－

1 1 1 1 1

1

3

講座等への参加者数 人

セ

－

80 100 150 1

ク

50 150

75

- -

-

・

- - -

①：予定どおり

財

まちづくりへの市民の

団

主体的な参画を促進す

企

るため、まちづくりわ

業

いわい塾を２回、まち

Ｎ

づくり探偵団を１回開

Ｐ

催しました。ま
た、ま

Ｏ

ちづくりスケッチ展を



2 頁

位

ドアドバイザー派遣ま

施

ちづくりに関すまちづ

策

くりに関す

バイザー派

へ

遣、まる相談や情報提

の

供バイザー派遣等 、講

貢

座等の開催、る相談や

献

情報提供る相談や情報

高

提供

ち工房インターネ

市

、アドバイザー派 まち

民

づくり条例の、アドバ

満

イザー派、アドバイザ

足

ー派

ット 遣、講座等の

度

開催 改正 遣、講座等の

を

開催遣、講座等の開催

高

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

め

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

る

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

方

232 370 400 4

策

00 400

0 0 232

業

370 400 400 4

有

00

0.00 0.00

効

0.00

0.00 0.

性

00 1.15 1.21

継

1.50 1.20 1.

続

50

0.00 0.00

に

0.00 0.00 0.

よ

00 0.00 0.00

る

0 0 9,650 10,

成

111 12,534 1

果

0,028 12,53

向

4

0 0 9,882 10

上

,481 12,934

の

10,428 12,9

可

34

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

ま

能

ちづくり条例施行後、

性

まちづくりに主体的に

低

取り組む市民を増やし

そ

、まちづくりに関する

の

いろいろな分野に対す

他

る興味・関心
を持った

事

市民の裾野を広げてい

業

きます。

参加者の増加

の

を図るべく、市民の関

目

心がある講座を選定し

的

進めるため、講座参加

､

者からのアンケートを

対

実施します。

講座等へ

象

の参加者の増加を図る

､

必要があります。また

内

、
地区まちづくりの促

容

進を図るための積極的

分

な取組みが必
要となり

高

ます。

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

まちづくり講座へは、

出

ほぼ予定通りの参加者

総

数であり事
●■ 業目的

合

が達成しています。ま

評

た、スケッチ展への応

価

募も

□ 233件と多数

市

の応募をいただいてい

民

ます。 ○
□
□ まちづく

ニ

りへの市民参加は、多

ー

くの市民がかかわるこ

ズ

と
●□ で次世代へと続

高

くまちづくりが出来る

事

ものであるため、

■ 継

業

続して実施することで

目

まちづくり活動に携わ

的

る市民の ○
□ 増加が見

の

込めます。

■ 事業を実

達

施することによりまち

成

づくりへの関心や知識

状

の
○

□ 向上を図る情報

況

提供の場となります。

必

また、市民が主体
●

□

要

的に参加するきっかけ

性

作りとなります。
○

□

市

■ 多くの市民参加を得

の

るために、参加しやす

関

い日時など事
○

□ 業実

与

施時期などの検討をし

の

、多くの市民が参加で

必

きるよ
●

□ うにします

要

。
○

□

まちづくり活動

性

に主体的に取り組む市

低

民の裾野を広げるため

事

、多くの市民が参加す

そ

る（興味のある）講座

の

を開催します。

わいわ

他

い塾、アドまちづくり

上

に関すわいわい塾、ア
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そ

事業展開の足がかりと

の

す
るため、年間を通し

他

て様々な分野のイベン

　

トを実施したほか、『

】

かなひ（金目）の歴史

【

ガイドブック』を作成

協

するなど、金目地
区の

働

自然環境、歴史、文化

：

遺産を再認識し、保存

】

・展示・活用するため

目

の事業が行われました

的

。

Ａ：成果があがった

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

エコ・ミ

種

ュージアム推進事業

社

類

会教育部　社会教育課

ハ

　文化財保護担当

01 ー－100501－06 ド0000 ○ ●

12 協働

ソ

のまちづくりと市民主

フ

体の新たな自治のしく

ト

みをはぐくむために
行

根

政改革の
01 協働のま

拠

ちづくりと市民主体の

法

新たな自治のしくみを

令

はぐくむために
位置付

等

け
01 市民と市の役割

対

分担による「新たな公

象

共」の創出

市民

□ □ □

・

□ 東海大学、地域住民

受

等

地域市民の手により

益

自然環境、歴史、文化

者

遺産を保存、再生、 金

事

目地区の自然環境、歴

業

史、文化遺産を再認識

期

し、保存・展示
修復、

間

保護し、展示や伝承す

委

ることで、地域の風土

託

を守り、育 ・活用する

、

ため、地域の人々と様

協

々な方策を検討します

働

。
てる意識が高まり、

【

地域市民が地域に誇り

委

をもち、地域全体が
活

託

性化し、住みやすいコ

：

ミュニティが形成され

3

ています。

推進委員会

セ

開催回数 回

－

12 13

ク

14 12 12 12

12

・

12

登録会員数 人

－

6

財

0 65 70 85 100

団

100

60 84

①：予

企

定どおり

平成２０年度

業

は「エコ・ミュージア

Ｎ

ム　金目まるごと博物

Ｐ

館」基本計画を策定し

Ｏ

ました。また、将来の
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位

委員会、作業基本計画

施

の策定 実施計画の策定

策

エコミュージアムエコ

へ

ミュージアムエコミュ

の

ージアム

部会による検

貢

討 実施計画事業の着実

献

施計画事業の充実施計

高

画事業の充

手 実 実

0 0

市

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

民

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

満

0 0 0 0 0 0

0 1,0

足

00 1,000 1,3

度

00 500 1,000

を

1,000

0 1,00

高

0 1,000 1,30

め

0 500 1,000 1

る

,000

0.00 10

方

0.00 66.67

0

策

.00 0.80 0.8

業

0 0.80 0.85 0

有

.85 0.85

0.0

効

0 0.50 0.50 0

性

.50 0.30 0.3

継

0 0.30

0 8,42

続

8 8,428 8,41

に

0 8,138 8,13

よ

8 8,138

0 9,4

る

28 9,428 9,7

成

10 8,638 9,1

果

38 9,138

● ○ ○

向

○ ○ ○ ○

平成２１年度

上

中には実施計画が策定

の

される予定であるため

可

、当該事業を本格的な

能

実施へと導き、地域住

性

民の手による運営の足

低

が
かりを築くための組

そ

織体制の強化、事業の

の

実施などが求められま

他

す。一方、賛助会費（

事

会費・協賛金等）の取

業

得方法を見出すこ
とも

の

必要です。

平成２１年

目

度に策定する「実施計

的

画」の内容に基づき、

､

エコミュージアム事業

対

をさらに発展させるた

象

めの各種の活動を展開

､

しま
す。

推進委員会の

内

発足から３年目となり

容

基本施策及び実施計
画

分

が策定されたことで、

高

今後は当該組織の独立

受

支援の手
法を模索する

益

ことになります。その

者

ため、事業活動の実
施

負

方法などの把握に努め

担

ることが必要であると

､

考えてい
ます。

補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

地域の歴史、文化遺産

出

などの特性を活かした

総

、地域住民
●■ による

合

初めての「エコミュー

評

ジアムによる協働のま

価

ちづ

■ くり」であり、

市

市、地域住民ともに取

民

り組むべき価値が ○
□

ニ

とても高い事業です。

ー

□ 地域住民が、金目地

ズ

域に誇りと愛着をもち

高

、その魅力を
●■ 広域

事

的に発信する活動を通

業

じて、新たな地域間コ

目

ミュニ

■ ティの形成や

的

観光的かつ経済的効果

の

の増大のみならず、 ○

達

□ 住みやすいまちづく

成

りにもつながり有効で

状

す。

■ 今後の事業展開

況

によっては、様々な可

必

能性を含んでいま
○

■

要

す。例えば、文化遺跡

性

の管理や街並みの整備

市

、花畑の維
●

□ 持管理

の

等を所有者や任意のボ

関

ランティア等に依頼す

与

るこ
○

□ とを検討しま

の

す。

□ 事業のスタート

必

から間もないため、事

要

業手法やコスト削
○

■

性

減の面などにおいて、

低

まだ検討の余地が残さ

事

れています
●

□ 。
○

□

そ

基本計画が策定された

の

ことにより、今後は実

他

施計画の策定を進める

上

ことになります。

推進
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そ

000

①：予定どおり

の

既設の１２中学校区の

他

子ども読書活動推進協

　

議会に加え、２０年度

】

も地域の方々と協働で

【

３中学校区に子ども読

協

書活動推進協議
会を立

働

ち上げ、市内全中学校

：

区に子ども読書活動推

】

進協議会の設置が完了

目

したことで、より一層

的

、地域・学校・家庭が

・

連携した
読書活動の充

目

実を図ることができま

標

した。また、第２回子

事

ども読書活動推進フォ

業

ーラムを中央公民館で

の

開催し、多くの市民に

概

子
ども読書活動の取り

要

組みを周知・啓発できました。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

子ども読

種

書活動推進事業

社会教

類

育部　社会教育課

01 ハ－100501－07 ー0000 ○ ●

12 協働

ド

のまちづくりと市民主

ソ

体の新たな自治のしく

フ

みをはぐくむために
行

ト

政改革の
01 協働のま

根

ちづくりと市民主体の

拠

新たな自治のしくみを

法

はぐくむために
位置付

令

け
01 市民と市の役割

等

分担による「新たな公

対

共」の創出

子どもの読

象

書活動の推進に関する

・

法律

全市民、乳幼児～受 高校生

□ □ □ ■ 各地区

益

の推進協議会

身近なと

者

ころに本と出会える環

事

境・機会を整えること

業

で、子ど 子どもの読書

期

活動をより一層充実す

間

るため、学校司書の配

委

置と
もの読書への興味

託

・関心を喚起し、人生

、

をより豊かに生きるた

協

併せて、中学校区ごと

働

に協働で子ども読書活

【

動推進協議会を立
めの

委

知性や感性がはぐくま

託

れています。 ち上げ、

：

全市的な読書活動を推

3

進します。

子ども読書

セ

活動推進協議会設置数

ク

箇所

設置対象地区：全

・

15中学校区

12 15

財

15 15 15 15

12

団

15

小・中学校の読書

企

に関するボランティア

業

数 人

－

1,900 1,

Ｎ

950 2,000 2,

Ｐ

050 2,070 2,

Ｏ

090

1,950 2,
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位

子ども読書活動推進計

施

画（第二次）」の策定

策

に際して、今後の本市

へ

の読書活動推進の方向

の

性や、必要な事業、取

貢

り組む
べき事業などを

献

市民の視点から考える

高

ために、読書活動をし

市

ているボランティアの

民

方々を策定委員のメン

満

バーとして参画しても

足

らい、検討しながら策

度

定する方向で考えてい

を

ます。

子ども読書活動

高

推推進協議会の増設ネ

め

ットワーク充実ネット

る

ワーク充実ネットワー

方

ク充実ネットワーク充

策

実

進協議会の増設 、推

業

進計画改定 など、計画

有

改定・等、計画の推進

効

等、計画の推進 等、計

性

画の推進

製本

0 0 0 0

継

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

続

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

に

0 0 0 0

0 1,244

よ

1,372 1,460

る

1,400 1,400

成

1,400

0 1,24

果

4 1,372 1,46

向

0 1,400 1,40

上

0 1,400

0.00

の

95.69 90.86

可

0.00 0.90 0.

能

90 0.73 0.73

性

0.73 0.73

0.

低

00 0.00 0.00

そ

0.00 0.00 0.

の

00 0.00

0 7,5

他

52 7,552 6,1

事

00 6,100 6,1

業

00 6,100

0 8,

の

796 8,924 7,

目

560 7,500 7,

的

500 7,500

● ○

､

○ ○ ○ ○ ○

平成２０年

対

度中に子どもの読書活

象

動をより一層充実する

､

ため、学校司書の配置

内

と併せて、全中学校区

容

に子ども読書活動推進

分

協議
会の設立が完了し

高

ました。そこで、平成

受

２１年度は全中学校区

益

の子ども読書活動推進

者

協議会の全市的なネッ

負

トワークを構築しな
が

担

ら、更に各協議会への

､

活動の充実に向けた支

補

援をするとともに、現

助

計画の検証をしながら

額

「平塚市子ども読書活

妥

動推進計画（
第二次）

当

」を年度内に策定し、

性

２２年度は第二次計画

中

に基づいてさらに充実

業

した活動を推進してい

務

きます。

「平塚市子ど

の

も読書活動推進計画（

執

第二次）」に基づき、

行

２２年度は第二次計画

体

の様々な事業を充実し

制

て活動を推進していき

(

ま
す。コスト面におい

人

ては、活動がボランテ

員

ィアの自主的、主体的

配

な取組であることから

置

、事業費として活動自

､

体にかかるソフト
面の

業

経費のみで、関係課と

務

も連携しながら効率的

分

・効果的な事業展開を

担

図っていきます。
今後

)

は、「平塚市子ども読

低

書活動推進計画（第二

そ

次）」
に基づき、全市

の

的なネットワーク体制

他

を構築し、各協議
会へ

析

の支援活動の一層の充

業

実を図る必要があると

務

考えて
います。

プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

「子どもの読書活動の

出

推進に関する法律」を

総

受け、本市
●□ の「平

合

塚市子ども読書活動推

評

進計画」を策定して、

価

これ

■ により行政と地

市

域が連携して行う事業

民

として推進してい ○
□

ニ

ます。

□ 子どもが本と

ー

触れ合える機会の提供

ズ

、読書に関する環境
●

高

■ 整備が進むことで、

事

学校だけでなく地域や

業

公民館などあ

□ らゆる

目

場で取り組みが推進さ

的

れ、子どもや保護者の

の

読書 ○
□ への関心が高

達

まり、活動の満足度が

成

高まっています。

■ 地

状

域・学校・家庭が連携

況

して読書活動を推進す

必

るという
●

□ 会国的に

要

見ても先進的な取組で

性

ある。事業の実施主体

市

は
○

□ 、市が委託する

の

中学校区ごとの推進協

関

議会であり、職員
○

□

与

は活動に対しての支援

の

をしており、妥当です

必

。

□ 市の直接事業でな

要

く、学校や公民館で活

性

動している地域
●

□ ボ

低

ランティアによる協議

事

会へ委託していること

そ

から、事
○

■ 業コスト

の

は最少限度である。費

他

用対効果は高いと判断

上

し
○

□ ます。

「平塚市
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そ

もに市内の産業の活性

の

化を図りました。参加

他

企業数については、昨

　

年の８６企業から８企

】

業増えましたが、来場

【

者数については、開催

協

日を金、土、日
から木

働

、金、土に変更したこ

：

とと天候が不順であっ

】

たことから目標値を達

目

成することはできませ

的

んでした。

Ｃ：十分に

・

成果をあげることがで

目

きなかった

標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

テクノフ

種

ェア推進事業

経済部　

類

産業振興課

01－07 ハ0102－09000 ー0 ○ ●

12 協働のまち

ド

づくりと市民主体の新

ソ

たな自治のしくみをは

フ

ぐくむために
行政改革

ト

の
01 協働のまちづく

根

りと市民主体の新たな

拠

自治のしくみをはぐく

法

むために
位置付け

01

令

市民と市の役割分担に

等

よる「新たな公共」の

対

創出

湘南ひらつかテク

象

ノフェア推進事業補助

・

金交付要綱

市内企業、受 大学

□ □ □ □ 平塚商工

益

会議所

企業間の連携・

者

取引の促進、企業と大

事

学などとの技術交流が

業

行 工業の活性化のため

期

、企業などが製造した

間

製品を展示し、ＰＲ
わ

委

れ、工業の活性化が図

託

られています。 すると

、

ともに交流を推進しま

協

す。

テクノフェア出展

働

企業・団体数 団体

テク

【

ノフェアへの出展企業

委

・団体数

100 100

託

100 100 100 1

：

00

86 94

テクノフ

3

ェア来場者数 人

－

15

セ

,000 15,000

ク

13,500 13,5

・

00 13,500 13

財

,500

13,500

団

11,500

①：予定

企

どおり

９４企業の参加

業

を得て湘南ひらつかテ

Ｎ

クノフェアを３日間開

Ｐ

催し、産学公や企業間

Ｏ

の交流を促進するとと
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位

000 2,500 2,

施

800 2,800 2,

策

800 2,800

0 2

へ

,000 2,500 2

の

,800 2,800 2

貢

,800 2,800

0

献

.00 100.00 1

高

25.00

0.00 0

市

.40 0.40 0.3

民

0 0.30 0.30 0

満

.30

0.00 0.0

足

0 0.00 0.50 0

度

.50 0.50 0.5

を

0

0 3,357 3,3

高

57 4,232 4,2

め

32 4,232 4,2

る

32

0 5,357 5,

方

857 7,032 7,

策

032 7,032 7,

業

032

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

有

企業間の交流や産学公

効

の連携を進めるため、

性

支援については、現状

継

の規模で継続していき

続

ます。

平塚商工会議所

に

と協働し、内容の充実

よ

を図りながら推進して

る

いきます。

企業間及び

成

大学等との技術や情報

果

の交流を促進し、地域

向

の有用な資源や潜在能

上

力など新たな可能性を

の

発掘するこ
とで産学公

可

の連携強化と地域産業

能

の活性化を図ることを

性

目的に「テクノフェア

低

」が開催されています

そ

。テクノフ
ェア実行委

の

員会に助成を行うこと

他

で、事業が円滑に行わ

事

れているので、この事

業

業は継続していきます

の

。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

企業などが製造した製

出

品を展示し、ＰＲする

総

とともに産
●■ 学公の

合

交流を図るためテクノ

評

フェアを実施すること

価

は、

■ 産業の活性化の

市

ために必要です。 ○
□

民

□ 継続することにより

ニ

産業間の交流、産学公

ー

の連携がさら
●□ に拡

ズ

大されるなど有効性が

高

高い事業です。

■ ○
□

事

■ 企業間の連携・取引

業

の促進、企業と大学等

目

などとの技術
●

■ 交流

的

が行われ産業の活性化

の

が図られるため、補助

達

額を含
○

□ め、妥当性

成

は高い事業です。
○

□

状

■ 平塚商工会議所が主

況

管となり実施しており

必

、新たな地域
○

□ や地

要

域資源との連携、協働

性

を促進し、効率的運営

市

の検討
●

□ が必要です

の

。
○

□

参加企業の増加

関

を図るため、開催内容

与

の充実や募集方法等に

の

ついて検討する必要が

必

あります。

テクノフェ

要

アの開テクノフェアの

性

開テクノフェアの開テ

低

クノフェアの開テクノ

事

フェアの開テクノフェ

そ

アの開

催 催 催 催 催 催

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

他

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

上

0 0 0 0 0 0 0

0 2,
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そ

とで目標以上の来場者

の

があり、また、地場産

他

品のＰＲに効果があり

　

ました。

Ａ：成果があ

】

がった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

ふれあい

種

マーケット推進事業

経

類

済部　産業振興課

01 ハ－070102－05 ー0000 ○ ●

12 協働

ド

のまちづくりと市民主

ソ

体の新たな自治のしく

フ

みをはぐくむために
行

ト

政改革の
01 協働のま

根

ちづくりと市民主体の

拠

新たな自治のしくみを

法

はぐくむために
位置付

令

け
01 市民と市の役割

等

分担による「新たな公

対

共」の創出

市民・生産象 者 平成１０年度 ～ ・

□ □ □ □ ふれあいマー

受

ケット出店者会

生産者

益

と市民が直接ふれあう

者

ことにより、地場産品

事

に対する理 生産者と市

業

民によるふれあいの場

期

の創出や地場産業の振

間

興を図
解が深まり、需

委

要と供給が図られてい

託

ます。 るため、地場産

、

品の販売拠点としてふ

協

れあいマーケットを開

働

催
します。

ふれあいマ

【

ーケット開催日数 日

－

委

12 12 12 12 12

託

12

11 12

参加店舗

：

数 店

年間延べ

3

店舗数

－ － 3

セ

00 300 300 30

ク

0

288

来場者数 人

－

・

7,200 7,200

財

7,200 7,200

団

7,200 7,200

企

7,900 7,600

業

- -

- - - -

①：予定

Ｎ

どおり

出店者会が中心

Ｐ

となって、季節ごとの

Ｏ

イベントを工夫したこ
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位

2,686 2,758

施

2,758 2,758

策

2,758

0 2,72

へ

6 2,756 2,82

の

8 2,828 2,82

貢

8 2,828

● ○ ○ ○

献

○ ○ ○

ふれあいマーケ

高

ット出店者会と協調し

市

て、生産者と市民によ

民

るふれあいの場の創出

満

を図ります。

ふれあい

足

マーケット出店者会と

度

の協働の推進を図りま

を

す。

ふれあいマーケッ

高

トは、生産者と消費者

め

との交流の場と
なって

る

います。野菜等の販売

方

だけでなく、魚食の普

策

及活
動も行われている

業

ので、地場産品等の販

有

路拡大につなが
ってい

効

ると考えられます。ま

性

た、運営は出店者会が

継

主体
となっており、行

続

政と市民との協働で行

に

われているので
、今後

よ

も継続する事業と考え

る

ています。

成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

早朝のイベントにも拘

出

わらず多数の来場者が

総

あることは
●□ 市民に

合

とって必要性が高い。

評

□ ○
□
□ イベントの内

価

容を出店者会が中心と

市

なって工夫していま
●

民

■ す。

□ ○
□
■ 出店者

ニ

会の自主性が高まって

ー

きており、協働の成果

ズ

が高
○

□ まってきてい

高

ます。
●

□
○

□
□ 出店

事

者会との協働による事

業

業展開を進めています

目

。
○

□
●

■
○

□

出店者

的

会の独自性を更に高め

の

協働による事業展開を

達

推進します。

ふれあい

成

マーケッふれあいマー

状

ケッふれあいマーケッ

況

ふれあいマーケッふれ

必

あいマーケッふれあい

要

マーケッ

トの開催 トの

性

開催 トの開催 トの開催

市

トの開催 トの開催

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

関

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

与

0 0 0 0 0 0

0 40 7

の

0 70 70 70 70

0

必

40 70 70 70 70

要

70

0.00 100.

性

00 175.00

0.

低

00 0.32 0.32

事

0.33 0.33 0.

そ

33 0.33

0.00

の

0.00 0.00 0.

他

00 0.00 0.00

上

0.00

0 2,686
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そ

るために、情報を収集

の

し、事業所から受ける

他

協力の具体的な内容に

　

ついて検討しました。

】

Ｃ：十分に成果をあげ

【

ることができなかった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

消防協力

種

事業所登録制度導入事

類

業

消防本部　消防救急

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

2 協働のまちづくりと

ソ

市民主体の新たな自治

フ

のしくみをはぐくむた

ト

めに
行政改革の

01 協

根

働のまちづくりと市民

拠

主体の新たな自治のし

法

くみをはぐくむために

令

位置付け
01 市民と市

等

の役割分担による「新

対

たな公共」の創出

市民象           ・    ～ 平成２１年受 度

□ □ □ □ 企業等

「消

益

防協力事業所」に登録

者

された事業所の協力に

事

より、災害、 災害や事

業

故などの発生時の被害

期

軽減と救命率向上のた

間

め、消防
事故等発生時

委

の被害の軽減と救命率

託

の向上が図られます。

、

協力事業所登録制度を

協

導入するとともに、登

働

録事業所として表
示、

【

公表します。

登録制度

委

の周知・PR回数 回

登

託

録事業所の推進を図る

：

ため、広報活動する回

3

数

2 5

0

-

登録事業所

セ

数 事業所

災害及び事故

ク

等発生時において、消

・

防活動に協力する事業

財

所として登録する数

4

団

8

0

-

③：遅れている

企

消防業務全般に対して

業

協力が得られるよう、

Ｎ

要綱の検討に時間を要

Ｐ

したため

消防協力事

Ｏ

業所の登録を制度化す
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位

あります。

消防協力事

施

業所登登録制度の周知

策

・

録制度導入の検討Ｐ

へ

Ｒ

0 0 0 0 0 0 0

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

貢

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

献

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

高

0 0 0

0.00 0.0

市

0 0.00

0.00 0

民

.00 0.90 1.1

満

0 0.00 0.00 0

足

.00

0.00 0.0

度

0 0.00 0.10 0

を

.00 0.00 0.0

高

0

0 0 7,552 9,

め

537 0 0 0

0 0 7,

る

552 9,537 0 0

方

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

災害

策

時の初動活動、負傷者

業

や急病人に対する応急

有

手当など消防業務全般

効

で協力が得られるよう

性

に要綱等を策定し、協

継

力事業所の
登録を進め

続

るために、「消防・救

に

急協力事業所登録制度

よ

導入事業」へ統合し、

る

事業の拡充を図ります

成

。

すでに実施している

果

他市町の制度を調査・

向

研究し、消防業務全般

上

の協力が得られるよう

の

に要綱等を策定します

可

。

救急業務に対する協

能

力事業は、事業所の登

性

録を進め、消
防業務に

低

対する制度を策定する

そ

必要があります。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

災害時の被害を軽減し

出

、事故などによる救命

総

率の向上に
●□ 大きな

合

効果が得られるため、

評

多くの市民ニーズがあ

価

りま

■ す。導入時には

市

市が制度化する必要が

民

あります。 ○
□
□ 消防

ニ

隊や救急隊が到着する

ー

までの初動活動は、被

ズ

害の軽
●■ 減と救命率

高

の向上に有効であり、

事

事業を継続することは

業

■ 、事業所と協働した

目

安心で安全なまちづく

的

りに有効です ○
□ 。

■

の

事業所が持つマンパワ

達

ー、専門的な知識・技

成

術・資機材
○

■ を災害

状

現場で活用することは

況

妥当ですが、経費負担

必

や災
●

□ 害補償につい

要

て検討する必要があり

性

ます。
○

□
□ 多様化す

市

る災害に対応した専門

の

的な職員の育成や資機

関

材
○

■ の配備は多額の

与

経費がかかるため、必

の

要に応じて事業所
●

■

必

の協力を得る制度の活

要

用は大きな経費削減と

性

なります。
○

□

消防協

低

力事業所登録制度導入

事

事業は、事業所と協働

そ

した安心で安全なまち

の

づくりに有効ですが、

他

経費負担や災害補償に

上

ついて検
討する必要が
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民参加

種

による水循環・水環境

類

計画策定事業

土木部　

ハ

下水道整備課

00－x ーxxxxx－xx00 ド00 ○ ●

12 協働のま

ソ

ちづくりと市民主体の

フ

新たな自治のしくみを

ト

はぐくむために
行政改

根

革の
01 協働のまちづ

拠

くりと市民主体の新た

法

な自治のしくみをはぐ

令

くむために
位置付け

0

等

1 市民と市の役割分担

対

による「新たな公共」

象

の創出

市民

□ □ □ □ 市

・

民

水循環・水環境計画

受

を策定し、市民が関心

益

をもち、水量の確保 水

者

辺に親しむ環境を再生

事

するため、市民参加に

業

よる水循環・水
や水質

期

保全に努めています。

間

環境計画を策定します

委

。

- -

- - - -

- -

-

託

- - -

水循環・水環境

、

計画策定進捗率 ％

H1

協

9:計画書（案）作成

働

65％、H20:計画

【

書策定35％

65 10

委

0 100 - -

65 65

託

活動団体数 団体

－

－ 3

：

4 - -

－ 0

③：遅れて

3

いる

庁内での市民参加

セ

によるワークショップ

ク

開催に向けた主管課が

・

決定できていない。

理

財

事者への報告及び担当

団

課と協議を重ねた。

Ｃ

企

：十分に成果をあげる

業

ことができなかった

ＮＰＯ
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位

業として位置づけ、県

施

事業の湘南里川づくり

策

と連携して進めていき

へ

ます。

里川関連関係課

の

との意見交換を行いま

貢

す。

独自での推進は厳

献

しいものがあり、今後

高

は湘南里川づく
りと連

市

携して進めていきます

民

。

満足度を高める方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

河川や地下水の水量確

出

保、水質の浄化、水辺

総

環境や生態
○■ 系の保

合

全に効果があります。

評

■ ●
□
□ 自然を守る仕

価

組みに対する保全活動

市

を推進できます。
●■

民

□ ○
□
■ 地域、流域の

ニ

個性を生かす取り組み

ー

が出来ます。
○

□
●

□

ズ

○
□
□ 横浜国大大学院

高

環境情報研究院との共

事

同研究を進めます
○

□

業

。
●

■
○

□

庁内関係各

目

課との役割分担を整理

的

決定していきます。

参

の

加市民の募集・計画書

達

策定・参加計画の運用

成

計画（案）の作成市民

状

との意見交換

0 0 0 0

況

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

必

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

要

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

性

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

市

00 0.00 0.00

の

0.00 0.50 0.

関

50 0.65 0.65

与

0.00 0.00

0.

の

00 0.00 0.00

必

0.00 0.00 0.

要

00 0.00

0 4,1

性

96 4,196 5,4

低

32 5,432 0 0

0

事

4,196 4,196

そ

5,432 5,432

の

0 0

○ ○ ● ○ ○ ○ ○

関

他

係課との調整に時間が

上

かかっており、事務事
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